
 

 
 

技術資料等説明書（協定３） 
 

 災害時における無人化施工の現場マネジメントに関する基本協定の締結に係る公告に基づく協定締

結については、この技術資料等説明書によるものとする。 

 

１．公告日  令和８年１月１６日 

 

２．基本協定担当官等 

  国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所長 新保 二郎 

 

３．基本協定の概要 

（１）基本協定名 

災害時における無人化施工の現場マネジメントに関する基本協定 

（２）基本協定の目的 

公告１．（２）のとおり。 
（３）基本協定の実施内容 

 公告１．（３）のとおり。 
（４）基本協定区間及び締結予定業者数 

公告１．（４）のとおり。 
（５）基本協定の期間 

公告１．（５）のとおり。 
（６）基本協定締結業者の選定 

公告１．（６）のとおり。 
（７）その他 

公告１．（７）のとおり。 
 
４．参加資格要件 

（１）参加資格要件は、公告２．（１）から（８）のとおり。 

 

５． 担当部局 

 〒８３０－８５７０ 

  福岡県久留米市高野１丁目３番１号 （電話 ㈹０９４２－３２－８２４５） 

      国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 技術活用・人材育成課 

担当 ： 課長又は指導員 

 

６．基本協定締結参加申請書（技術資料を含む）の提出期間、場所及び方法 

（１）提出期間 ： 令和８年１月１６日（金）から令和８年２月１３日（金）までの土曜日、日曜日及

び祝祭日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。 
（２）提出場所 ： ５．に同じ 
（３）提出方法 ： メ－ルによる提出、もしくは持参又は郵送等で提出することとし、提出期間内に必

着すること。 
メールで提出の場合は、参加申請書等必要書類をＰＤＦ形式（ファイル容量は、１

０ＭＢを超えないものとする。）で作成し、件名を「災害時における無人化施工の現

場マネジメントに関する基本協定の提出について」とし、メールアドレス：

qsr-kyugi@ki.mlit.go.jpへ提出するものとする。 
郵送等で提出する場合は、書留郵便とし、託送は書留郵便と同等のものに限り、提

出期間内に必着すること。 
なお、郵送等による場合は、表面に「『災害時における無人化施工の現場マネジメ
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ントに関する基本協定』に係る協定締結参加申請書在中」と明記する。 
（４）一般競争（指名競争）参加資格認定通知書又は受付票・受理票の写しを付けること。 
 

 

７．技術資料の総合的な評価に関する事項等 

（１）評価項目と評価基準 

  「別添－１」の各評価項目について評価基準に基づき評価する。 

 

８．技術資料の作成 

技術資料は、「９．技術資料の作成方法及び留意事項」に基づき作成するものとする。 

 

９．技術資料の作成方法及び留意事項 

 

記載事項 作成方法及び留意事項 

（１） 基本協定締結参

加申請書 

① 提出様式は［様式－１］とする。 

② 代表者印を押印すること。 

（２） 企業又は派遣技

術者の業務又は

工事の実績 

① 提出様式は [様式―２] とする。 

② 平成２２年度以降公示日までに完了した遠隔操縦式重機を

用いた業務又は工事について、企業又は派遣技術者の業務

実績を１件記載する。 

なお、国、都道府県、政令市、市町村、特殊法人等、特別

地方公共団体、地方公社等、公益法人が発注した契約金額

100 万円を超える業務又は工事を対象とする。 

ただし、（３）の災害時における応急復旧工事等の実績は対

象外とする。 

（３） 企業の災害時に

おける応急復旧

工事又は応急復

旧工事に関する

業務の実績 

 

① 提出様式は [様式―２] とする。 

② 平成２２年度以降公示日までに完了した企業の業務（再委

託による業務の実績は含まない）又は工事（元請けの実績

のみ。共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２

１％以上の場合に限る）について、代表的な災害時の応急

復旧工事又は応急復旧工事に関する業務実績を１件記載す

る。 

なお、国、都道府県、政令市、市町村、特殊法人等、特別

地方公共団体、地方公社等、公益法人が発注した契約金額

100 万円を超える業務又は工事を対象とする。 

ただし、調査業務は実績としない。 

（４）災害時における 

協定定締結実績 

① 提出様式は [様式―２] とする。 

② 災害時対応に関する協定について、平成２２年度以降公示日

までに締結したものの中から、代表的な実績を 1 件記載す

る。協定の相手方は、国、都道府県、政令市、市町村、特

殊法人等、特別地方公共団体、地方公社等、公益法人とす

る。なお、協定は単体（経営共同企業体を除く）での締結

実績とする。 



 

 
 

（５） 派遣技術者の所

属する部署の所

在地及び実績並

びに在籍状況 

① 提出様式は [様式―３] とする。 

② 派遣技術者の在籍部署の所在地を記載する。 

③ 在籍部署が複数箇所存在する場合、九州技術事務所より近い順

から２カ所を記載する。 

④ 九州技術事務所までの距離は、一般国道の使用による距離を記

載すること。 

⑤ 技術士等資格保有者の在籍状況 

・技術士（総合技術監理部門、建設部門、応用理学部門[選択

科目：地質]） 

・RCCM（河川、砂防及び海岸・海洋部門、道路部門、地質部門）

を有する者 

※ 上表中（２）から（４）までの実績は、元請け又は協定元で有る証明、派遣技術者である

証明をできる資料（登録内容確認書（工事･業務）、請負契約書、請書、応急復旧工事（業務）

等の契約書、災害時における出動等要請書、協議書、承諾書等）、協定書（基本協定者証等）

の写しとし、記入内容が確認できる最少のものを添付すること。 

 

１０．技術資料等説明書に対する質問等 

（１）技術資料等説明書に対する質問がある場合においては、次により提出すること。 

① 提出期間 ： 令和８年１月１９日（月）から令和８年１月２９日（木）までの土曜日、

日曜日及び祝祭日を除く毎日９時００分から１７時００分まで。 

② 提出場所 ： ５．に同じ。 

③ 提出方法 ： メールによる。 

件名を「災害時における無人化施工の現場マネジメントに関する基本協定技

術資料等説明書の質問について」とし、アドレス：qsr-kyugi@ki.mlit.go.jp

へメールで提出するものとする。 

ただし、書面を持参又は郵便（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同

等のものに限る。提出期間内に必着。）により提出することもできる。 

（２）（１）に対する回答は、質問を受理した日から３日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年

法律第９１号）第 1 条に規定する休日（以下「休日」という。）を含まない。）以内に次により

回答する。 

① 回答方法    ： 紙による閲覧。 

② 回答の閲覧場所 ： ５．に同じ。 

③ 回答の閲覧期間 ： 令和８年２月５日（木）までの土曜日、日曜日及び祝祭日を除く毎

日９時００分から１７時００分まで。 

 

１１．基本協定締結業者の決定及び通知 

本協定の締結業者については、提出された技術資料を「別添－１」の評価基準に基づき総合的

に評価し、決定する。 

その結果は、令和８年３月２日（月）までにメールにて通知し、その後郵送にて送付する。 

      また、結果通知受理後、基本協定締結業者は、協定締結の日までに競争参加資格の認定を証明

する書類（資格審査結果通知書の写し等）を５．の５．の担当部局にメールで提出すること。 

 

１２．参加資格がないと認めた者の説明請求 

（１） 参加資格がないと認めた者には、その結果を令和８年３月２日（月）までにメールにより通知

する。 

（２） 参加資格がないと認められた者は、当職に対して参加資格がないと認めた理由等について、次

により書面にて説明を請求することができる。（様式は自由とする。） 

① 提出期限 ： 令和８年３月９日（月） １７時００分 

② 提出場所 ： ５．に同じ 
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③ 提出方法 ： １０．（１）③に同じ。 

④ 説明を求められたときは令和８年３月１６日（月）までに説明を求めた者に対し、書面にて

メールにより回答する。 

 

１３．その他 

（１）技術資料の作成提出に係わる費用は提出者の負担とする。 

（２）提出された技術資料は、参加資格確認以外に提出者に無断で使用しない。 

（３）提出された資料は返却しない。 

（４）提出期間以降における技術資料の差し替え及び再提出は認めない。 



 

 
 

別添－１ 評価項目及び評価基準 

評価項目 評価基準 評価点 

 

１．企業又は派遣技

術者の業務又は

工事の実績 

    ［様式―２］ 

■ 遠隔操縦式重機を用いた工事又は関係する業務の実績（1

件） 

平成２２年度以降公示日までに完了した遠隔操縦式重機

を用いた業務又は工事について、企業又は派遣技術者の業

務実績を１件記載する。 

なお、国、都道府県、政令市、市町村、特殊法人等、特別

地方公共団体、地方公社等、公益法人が発注した契約金額

100 万円を超える業務又は工事を対象とする。 

ただし、（３）の災害時における応急復旧工事等の実績は

対象外とする。 

遠隔操縦式重機を用いた工事又は関係する業務の実績に

ついて、次のとおり評価する。 

①モニター画面のみの遠隔操作による工事 

②直接目視、モニター画面併用の遠隔操作による工事 

③直接目視での遠隔操作による工事 

④実績なし 

①１０ 

② ７ 

③ ３ 

④ ０ 

 

２．企業の災害時にお

ける応急復旧工事

又は応急復旧工事

に関する業務の実

績 

［様式―２］ 

 

■ 災害時における応急復旧工事又は応急復旧工事に関す

る業務の実績(1 件) 

平成２２年度以降公示日までに完了した業務（再委託によ

る業務の実績は含まない）又は工事（元請けの実績のみ。

共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２１％以

上の場合に限る）を対象として、次のとおり評価する。 

①九州地方整備局本局、事務所、管理所発注の応急復旧工

事又は応急復旧工事に関する業務 

②①以外の応急復旧工事又は応急復旧工事に関する業務 

 ③実績なし 

①１０ 

② ６ 

③ ０ 

 

３．災害時における 

協定締結実績 

［様式―２］ 

 

■ 災害時における応急復旧工事に関わる協定締結実績（1

件） 

平成２２年度以降公示日までに締結した協定について、次

のとおり評価する。 

 ①九州地方整備局本局、事務所、管理所との協定締結 

 ②①以外の協定締結 

 ③協定締結実績なし 

①１０ 

② ６ 

③ ０ 

 

４．派遣作業員の所属

する部署の所在地 

［様式―３］ 

■ 事務所までの距離 

 派遣技術者の所属する部署の所在地から九州技術事務所

までの距離について、次のとおり評価する。 

 なお、複数ある場合は、最も近い場所を評価する。 

①３０km 以内 

②４５km 以内 

③６０km 以内 

④６０km 超 

①１０ 

 ② ７ 

③ ３ 

④ ０ 

 

５．派遣技術者の実績 

［様式―３］ 

■ 派遣技術者の実績 

 派遣技術者の遠隔操縦式重機を用いた工事の施工又は関係す

る業務実績について、次のとおり評価する。 

①実績あり 

②実績なし 

①１０ 

② ０ 

６．資格保有技術者在籍

状況 

［様式―３］ 

■公告２．参加資格要件（６） 

・技術士（総合技術監理部門、建設部門、応用理学部門[選択

科目：地質]） 

・RCCM（河川、砂防及び海岸・海洋部門、道路部門、地質部門）

を有する者 

－ 

 




